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第３事件：異状死体の届出義務（都立広尾病院事件）

■事案■
・被告人Xが病院長を務める病院において、看護婦が入院患者に生理食塩水と消毒液を誤って点滴注入したため、患者が死亡した。

・Ｘは、医師法21条にある「24時間以内」に患者の死亡を警察に届け出なかった。

・死因は誤薬投与による事故死であることが確実になったにもかかわらず、Ｘは主治医Ａと相談して、死因を病死とする死亡診断書・死亡証明書を作成させ、遺族に交付させた。

・Ｘは、Ａとの間での医師法違反の罪の共同正犯及び虚偽有印公文書作成・同行使罪の共同正犯として起訴された。

・第１審、第２審ともに医師法違反の共同正犯、虚偽有印公文書作成・同行使罪の共同正犯の成立を認め、懲役１年及び罰金２万円、執行猶予３年の刑を言い渡している。

■争点■
①医師法21条の届出義務は憲法38条1項の自己負罪拒否特権に反するか。

②医師法21条にいう「検案」をどのように解すべきか。

■上告人の主張■
【①について】
　→医師法21条にある異状死体の届出義務は、「当該医師に、医療過誤による業務上過失致死罪等について自己に不利益な供述、すなわち有罪判決の基礎となるべき事実や量刑上不利益となるべき事実等についての供述を強要することになり、自己負罪拒否特権（憲法38条１項）に反する」。

【②について】
　→「死体の検案とは、診療中の患者でないものが死亡した場合に死後初めてその者の死因、式など死亡の事実について医学的に確認することを言う（小松進、注解と区別刑法５−１、青林書院、1992年第２版、63頁）。したがって、診療中の患者が死亡した場合は、死体の検案ではない」。

■判決■
【①について】
　→(1)届出義務は刑事手続上の義務ではなく、行政手続上の義務である。

　　(2)届出義務は犯罪行為を構成する事項の供述までも強制するものではない。

　　(3)医師免許は、人の生命を直接左右する診療行為を行う資格を付与するとともに、それに伴う社会的責務を課するものである。

　　(4)届出義務は公益上の高度の必要性を有している。

　　⇒憲法38条１項に違反しない。

【②について】
　→「医師法21条にいう死体の『検案』とは、医師が死因等を判定するために死体の外表を検査することをいい、当該死体が自己の診察していた患者のものであるか否かを問わない」。
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